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当社生産工場の再構築と特別損失計上に関するお知らせ 
 

 

 当社は、平成 27 年 9 月 25 日開催の取締役会において、生産工場の再構築に着手することを  

決定いたしました。なお、これにより特別損失を計上することになりましたので、お知らせいた

します。 

 

記 

 

１．主 旨 

  当社は、グループ全体での更なる安全・安心・安定を基とした品質保証第一主義に徹した  

取り組み強化を実施しています。その一環として生産工場の再構築を順次進めてまいります。 

先ずは、新潟市西蒲区の新潟工場が築 40 年を経過していることに加え、菓子販売が好調で

あることから計画を早め、第一工場および第二工場での生産を停止し、段階的に撤去すると  

ともにその跡地に新しい工場棟の建設を進めてまいります。 

 

２．概 要 

  ○ 新潟工場での生産品のうち、一部を新潟南工場や他の生産工場に再配置し、生産ライン

も一部移設します。 

  ○ 新潟工場の第一工場（延床面積 約7,565㎡）ならびに第二工場（延床面積 約6,494㎡）

は段階的に撤去し、その跡地に新しい工場棟の建設を行います。 

○ 新設の新潟工場は、今後も拠点工場として位置づけ、引き続き地域と共生する工場と  

して活用してまいります。 

○ 新潟南工場は、これらの再配置に伴い原料倉庫の増築ならびに間接棟を新設します。 

  ○ 工場棟および生産設備は、フードディフェンスを含め、安全・安心を基とした品質保証

第一主義に徹するとともに、ＩＣＴ等を活用した最新の生産システムを構築してまいり

ます。 

  ○  これらの生産工場の再構築は、人員の縮小を伴うものではありません。 

 

 



 

３．資産取得の内容 

（１） 新潟工場 工場棟新築工事 

      ① 所 在 地 ： 新潟県新潟市西蒲区巻乙480番地 

      ② 敷 地 面 積 ： 約64,200㎡（約19,430坪） 

      ③ 構 造 ： 鉄骨造2階建（240ｍ×20ｍ×2階＋66ｍ×22ｍ×2階） 

      ④ 延 床 面 積 ： 約12,520㎡（約  3,789坪） 

      ⑤ 完 成 時 期 ： 平成29年4月より稼働予定 

      ⑥ 生 産 品 ： 菓子類（ビスケット品目、米菓品目等） 

      ⑦ 投資総額 (予定 ) ： 約38億円 

（既存建物の解体撤去および生産品の再配置等の費用を含む） 

 

（２） 新潟南工場 増築工事 

      ① 所 在 地 ： 新潟県新潟市南区西萱場610番地 

      ② 敷 地 面 積 ： 約60,550㎡（約18,300坪） 

      ③ 構 造 ： 工場棟･･･鉄骨造2階建（46.2ｍ×18.0ｍ×2階） 

                       間接棟･･･鉄骨造3階建（12.0ｍ×72.0ｍ×3階） 

      ④ 延 床 面 積 ： 工場棟･･･約1,660㎡（約504坪） 

                     間接棟･･･約 2,592㎡（約785坪） 

      ⑤ 完 成 時 期 ： 平成28年10月より稼働予定 

      ⑥ 生 産 品 ： 菓子類（ビスケット品目等） 

      ⑦ 投資総額 (予定 ) ： 約21億円 

 

４．業績に与える影響 

   新潟工場での生産品のうち、一部を新潟南工場や他の生産工場に再配置して生産対応する

ことと、新設する工場の稼動は来期以降であることから、当期の生産および営業活動への 

影響はありません。 

なお、新潟工場の第一工場および第二工場の生産停止や工場棟の解体・撤去を決めたこと

と、生産品の再配置において新規設備を導入することで、既存設備の撤去費用や減損の必要

性が出ることなどから、特別損失が通期で10億円程度発生する見込みでありますが、保有

資産の売却による売却益を見込んでいることから、平成 28 年３月期第２四半期（累計）  

及び通期の当社連結業績への影響は、親会社株主に帰属する当期純利益において軽微である

と判断しています。 

業績予想の修正が必要と判断される場合には、速やかにお知らせいたします。 

                                  

以 上 


